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太陽光発電設備の一次エネルギー消費量削減効果について
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太陽光発電設備の一次エネルギー消費量削減効果について

【太陽光発電設備による発電量に占める自家消費相当分、売電相当分の割合】

太陽光発電設備による発電量のうち、自家消費相当分（一次エネルギー消費削減量）が占める割合は設置容量が大きく
なるほど、小さくなる。

＜試算条件＞
地域：6地域（旧Ⅳb地域）
設置方位：南
傾斜角：30度
建て方：戸建住宅
延床面積120㎡
空調方式：全館連続運転

（ヒートポンプ式セントラル空調
システム）
給湯、換気、照明：標準設備

【太陽光発電設備による発電量のうち自家消費相当分】

＜試算例＞
太陽光設置容量：4ｋＷ

設計一次エネルギー消費量＝
一次エネルギー消費量：80ＧＪ/年

－自家消費量：24ＧＪ/年
＝56ＧＪ/年

エネルギー消費率＝
56ＧＪ÷80ＧＪ×100＝70％

24GJ（4ｋWの場合）

トップランナー基準における自家消費相当分

省エネ基準（見直し後）における自家消費相当分
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売電分

住宅・建築物におけるエネルギーの効率的利用に資する取組を評価する観点から、エネルギー利用効率化設備（太陽光
発電等）による発電量のうち自家消費相当分のみを一次エネルギー消費量から差し引くこととする。

①建築設備・家電等の一次エネルギー消費量合計を算定

建築設備（暖冷房・換気・照明・給湯・昇降
機）に係る一次エネルギー消費量

その他の機器（家電・OA機器等）に
係る一次エネルギー消費量＋

外皮の断熱性や設備性能を評価して算定 床面積や室用途に応じ自
動的に算定

②太陽光発電量を算定

③自家消費分を算定

＜非住宅建築物の場合＞
売電をする場合は自家消費量を０とし、売電をしない場合は
100%自家消費するものとする。

＜住宅の場合＞

住宅ごとに時間帯別の発電量と消費量を算出し、自家消費
分を算出

（※）

太陽光発電量

電力消費量

（※）将来的には、蓄電池を設置した場合には自家消費の増加分としてプラスで評価する方向で検討。

④ ①から③を差し引いて一次エネルギー消費量を算定

②太陽光発電量

＜太陽光発電設備による発電量の評価の場合＞

①太陽光発電を考慮しない場合の一次
エネルギー消費量の合計

④一次エネルギー消
費量

③自家消費分※

地域ごとの日射量、パネルの角度、発電効率等により発電量を算定

※建築物における創エネ
分としてカウント
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【参考】
設計一次エネルギー消費量の算定におけるエネルギー利用効率化設備による発電量の評価
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